
「復興まちづくり協議会」の設立

国・県

浪江町商工会

避難先の
商工会議所等

協定 出資金など

＜協議会メンバー＞
・なみえ復興塾の参加されている
　まちづくりのリーダー
・仮設住宅等の自治会長
・まちづくりNPO新町なみえ　他

大学

浪江町
避難先
市町村

連携

アドバイス

まちなか
住まいづくり会社
・町外の借り上げ
　公営住宅
（優建事業など）

まちなかパティオ
・町外の中心市街地に浪江
町の店舗が集まる商業拠点
＝協働復興コミュニティ拠点

その他
・農業
・温泉施設を
　高齢者施設
　へ改修
・農地の除染　
　耕作放棄地
　を活用した
　新エネル
　ギー産業等

ぐるりんこ会社
・仮設住宅、町内、
　町外の移動システム
・買い物代行サービス

スーパー等
日用品販売事業者

運輸業
タクシー等

福祉事業者

浪江町の
商店街

避難先
の商店街

新規創業者

不動産建設会社

福祉/商業
など事業者

仮設住宅
リフォーム会社
・改修、リフォーム
・仮設住宅地の生活
　支援施設などの整備

設備等
リフォーム
業者

工務店

福祉事業者

プロジェクト毎で「まちづくり会社」を設立（異なる分野の事業者による共同事業）復興
交付金

　復興交付金は個々のまちづくり会社に補助金として交付されることになる。それに加えて、
出資金等によって、プロジェクトの立ち上げ支援やそれぞれの役割についての調整を図る必要
がある。上図のような「復興まちづくり協議会」を設立し、浪江町商工会と避難先の商工団体
や協議会等と協定を結び、集めた出資金を個々のプロジェクトに配分し、必要なプロジェクト
にきちんと資金が行き届くようにコントロールする。また、様々な事業の立ち上がり段階で重
要となる情報共有と事業間調整を協議会が行う。

１．
復興の為の
組織の
立ち上げ段階

　これまでワークショップ等を通じて検討してきた構想やプロジェクトのアイデアを、次年度から実現
していくために個々の復興プロジェクト毎の事業主体がまちづくり会社などを設立し、事業計画を立て
るのと同時に、その事業を推進するための資金提供の仕組みをつくっていく必要がある。

6. 浪江町復興に向けた事業モデルと担い手組織､連携関係の構築の提案

1.復興の為
の組織の立
ち上げ段階

2.町外での復興事業を推進する段階

3.帰還後に町内コミュニティを形成する段階
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本格的な帰還のためのニュータウン建設

仮設住宅団地の隣接敷地に建設

居住環境改善

試験運行

2013年 2050年2020年2015年 2018年 2025年 2030年

なかよし号 サービス形態の拡張

一時帰宅時の送迎 帰還の前線拠点での移動サポート

仮設住宅団地

復興公営住宅

企画の立ち上げごとに実施

復興公営住宅、福祉・商業拠点などの建設

町内コミュニティの建設

まちなか型
町外
コミュニティ

2

郊外型
町外
コミュニティ

3

帰還のための
前線拠点

4

浪江町内の復興

みらい号

えんじょい号

第二段階 復興基盤形成期
第一段階 復旧始動期

第三段階 定住環境整備期
第四段階 本格的な帰還期

準備

準備

準備

仮設から公営住宅へ

事業期間

プロジェクト名

新ぐるりんこ1

5
5

4

除染作業 都市基盤整備 住環境整備 本格的帰還

前線拠点へ

前線拠点へ

町内への帰還 町内への帰還

前線拠点へ前線拠点へ



ぐるりんこ会社
・町内と町外をつなぐ
　移動システム
・買い物代行サービス

町内の住まい
づくり会社

・畑付きの週末住宅
・中庭型コーポラティ
ブ住宅など

「復興まちづくり法人」 （特定目的会社、土地公社等）

その他
・農業
・温泉施設を
　高齢者施設
　へ改修
・農地の除染　
　耕作放棄地
　を活用した
　新エネル
　ギー産業等

スーパー等
日用品販売事業者

運輸業
タクシー等

福祉事業者

不動産建設会社

浪江町
商工会

その他、
まちづくりの
事業者など

国・県

専門家

浪江町
連携

事業支援

町内 福祉事業
まちづくり会社
・高齢者住宅
・グループホーム、
　介護施設、食堂など

建設会社

福祉事業者工務店

町内 レクリエーション
施設管理会社

・低地のレクリエー
　ション施設の管理
・イベント等の事業
・出小屋の管理

不動産
建設会社

買上げ/借上げ
民事信託など

連携協力のコーディネート／業務委託／資金提供／出資など

原発被災地の補償対象
となる土地（宅地・農地・山林）

復興交付金
出資金など

NPO

サービス業

　数年後に浪江町に町民が帰還する場となる町内コミュニティを形成していく際には、上図の
ような形が考えられる。原発被災地の補償対象となる土地の買い上げや民事信託による土地活
用を進めていく主体としての「復興まちづくり法人（公社等）」を設立し、各事業主体の連携協
力のコーディネート／業務委託／資金提供／出資などを行い、新しい浪江町のコミュニティづ
くりを推進する。

３．
帰還後に
町内コミュニティ
を形成する段階

２．
町外での
復興事業を
推進する段階

　様々なプロジェクトのまちづくり会社が立ち上がった後、その後の持続的な安定経営が課題
となる。原発被災地では、復興交付金がいつまで続くかが不明確な状況の中、上図のような形
で事業プラットフォームが組成し、浪江町、浪江町商工会、まちづくりNPO等の支援を受け
ながら、運営サポートがなされることが望ましい。
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ぐるりんこ会社
・仮設住宅、町内、
　町外の移動システム
・買い物代行サービス

まちなか
住まいづくり会社
・町外の借り上げ
　公営住宅
（優建事業など）

事業プラットフォームとしての「復興まちづくり法人」

その他
・農業
・温泉施設を
　高齢者施設
　へ改修
・農地の除染　
　耕作放棄地
　を活用した
　新エネル
　ギー産業等

スーパー等
日用品販売事業者

運輸業
タクシー等

福祉事業者

まちなかパティオ
・町外の中心市街地の浪江
町の店舗が集まる商業拠点
＝中庭型の共同店舗

浪江町の
商店街

避難先
の商店街

新規創業者
不動産建設会社

福祉/商業
など事業者

仮設住宅
リフォーム会社
・改修、リフォーム
・仮設住宅地の生活
　支援施設などの整備

設備等
リフォーム業者

工務店

福祉事業者

浪江町
商工会

避難先の
商工会議所等

その他、
まちづくりの事業者など

国・県

専門家

浪江町
避難先
市町村

連携

事業支援

借り上げ
買い上げ公営

連携協力のコーディネート／業務委託
／資金提供／出資など

復興交付金
出資金など

NPO


